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地球温暖化問題と米国の動き 
 

昨年 11 月末から 12 月初めにかけてカナダのモントリオールで開催されていた地球温暖化防

止条約国会議は、2013 年以降の地球温暖化防止に関する国際的対策である「ポスト京都議定

書」に向けて、2006 年から対話を始めることで合意し、閉幕した。米国は地球温暖化防止に

向けての新たな枠組みを交渉することに抵抗し、話し合いは難航したが、最終的に「対話」

という拘束力のない形で参加することで合意した。 

 

Bush 政権は、これまで中国など途上国を含まない温室効果ガス排出削減の目標設置は「米国

経済に不利な影響を与える」として強く反対してきた。2008-12 年に温室効果ガスを 1990 年

比で一定数値削減することを先進国に義務付けた京都議定書を米国は 2001 年 3 月に離脱し、

Bush 政権はそれ以降本件問題に前向きな姿勢を見せてこなかった。しかし「カトリーナ」を

初め大型ハリケーンの多発が地球温暖化の影響によるものである可能性が指摘されるなどの

懸念は拡大しつつある。こうした状況下、州・地方政府やビジネス界は自主的に地球温暖化

対策に取り組む動きを見せ始めている。 

 

【増加を続ける二酸化炭素排出量：エネルギー情報局報告書】 

米エネルギー情報局（EIA）は昨年 12 月 19 日、「2004 年の米国における温室効果ガス排出

量」と題する報告書を発表1。同報告書によると、2002 年時点で米国は世界の二酸化炭素総排

出量の 23.5%を占め、世界最大の二酸化炭素排出国である。同じく日本は 4.8%、ロシア 5.8%、

中国 13.6%となっている（表 1 参照）。 

 

米国の 2004 年における米国の温室効果ガス総排出量は 71 億 2210 万トン（二酸化炭素換算）

と、前年の 69 億 8320 万トンより 2% 増加（2004 年における米国 GDP2000 ドル（固定ドル）

当りの排出量では、2003 年の 677 トンから 662 トンに 2.1%減少）。総排出量は 1990 年の総

排出量に比べて 15.8%の増加となっており、温室効果ガス排出量は過去 14 年間で確実に増加

した（1990-2004 年の年平均増加率は 1.1%）。米国の二酸化炭素排出量は今後も趨勢的に増

加を続け、2002 年から 2025 年の期間さらに 57.3%増加する見通しである。 

 

この温室効果ガスのうち、二酸化炭素が 59 億 7300 万トンと 83.9％を占め、前年比で 1.7%増

加している。更にこのうち石炭、石油、天然ガスなどの化石燃料消費によるもの（例：工場

                                                           
1
  “Emissions of Greenhouse Gases in the United States 2004,” Energy Information Administration, U.S. Department of 

Energy, December 2005. ftp://ftp.eia.doe.gov/pub/oiaf/1605/cdrom/pdf/ggrpt/057304.pdf 

ftp://ftp.eia.doe.gov/pub/oiaf/1605/cdrom/pdf/ggrpt/057304.pdf
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や自動車の排気ガス）は排出量全体の 82.4%を占める（グラフ 1）。米国本土における二酸

化炭素排出源の内訳は住宅が 20.5%、商業部門が 17.4%、産業部門が 29.3%、交通が 32.8%と

なっている（グラフ 2）。 

 

米国以外で注目されるのは中国の二酸化炭素排出量である。中国は GDP では米国の約 1/6、

日本の約 1/3 であるが、二酸化炭素排出量の世界シェアーでは 13.6％（2002 年）と日本の 2.8

倍となっている。見通しでは 2002-25 年にかけて世界全体の二酸化炭素排出量が年平均 2%の

割合で増加すると想定される一方で、中国の二酸化炭素排出量の年平均増加率は 4%と予想

されている。この結果、中国の二酸化炭素排出量は約 2.5 倍増加し、2020 年までには米国を

追い越して世界最大の二酸化炭素排出国になると予想されている。 

 

【地球温暖化・海水温の上昇と大型ハリケーン・台風多発の因果関係】 

米国は昨年夏、甚大な被害をもたらした「カトリーナ」を初め大型ハリケーンが多発した。

この大型ハリケーンの多発は、地球温暖化の影響の一部としての海水温の上昇と因果関係が

あると指摘されている。米ジョージア工科大学の P.J. Webster 教授らは昨年 9 月に米科学誌

Science に論文を発表し、地球温暖化により海水の表面温度が上昇し、台風やハリケーンなど

がより「強暴化」している可能性が強いとの研究論文を発表した2。 

 

同教授率いる研究チームは、1975-2004 年までの間、太平洋、大西洋、インド洋など世界各地

で発生した台風やハリケーンについて調査を行った。その結果、米国の分類で「カテゴリー

4」（最大瞬間風速約 58m 以上）か「カテゴリー5」（同約 69ｍ以上）という強力なハリケー

ンの発生数、並びに発生数全体に占める比率がすべての海域において大幅に増加しているこ

とが明らかとなった。日本が面する太平洋西部でも、1975-89 年の間において、カテゴリー4

以上の大型台風が台風発生全体に占める割合は 25％であったが、1990-2004 年の期間では

41％に増加している。同論文は 1970-2004 年にわたる 34 年間において、海水の表面温度

（SST ）は 0.5 度上昇した事実を指摘し、この海水表面温度の上昇が大気の対流に影響を与

え、台風の威力を増大させていると結論している。 

 

台風やハリケーンは暖かい海面から供給される水蒸気が発生エネルギーのもとであり、地球

温暖化による海水表面温度の上昇とハリケーン多発の関係は、以前から指摘されていた。こ

の点に関して専門家の意見は依然分かれてはいるものの、同論文は因果関係にひとつの根拠

を与えるものとして注目された。 

 

また世界保健機構（WHO）のデータによると、地球温暖化はマラリア、栄養失調や下痢症な

どの発生率を高めており、毎年 15 万人の死者と 500 万人の病人をもたらしている。WHO は

発展途上国では、このままだと 2030 年までに同カテゴリーの死者・病人が倍増する可能性が

あると指摘している3。 

                                                           
2
  P.J. Webster, et al., “Changes in Tropical Cyclone Number, Duration, and Intensity in a Warming Environment,” Science, 

Vol. 309, September 16, 2005. 

http://www.sciencemag.org/cgi/reprint/309/5742/1844.pdf 
3
  ワシントンポスト紙 11 月 17 日付記事。 

http://www.sciencemag.org/cgi/reprint/309/5742/1844.pdf
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【二酸化炭素排出削減に向けての州政府、ビジネス界の自主的取り組み】 

米連邦政府の消極的な取り組み姿勢の一方で、州政府や民間企業のレベルでは温室効果ガス

削減は今後の地球温暖化対策として避けられないものであると認識し始めており、削減に向

けた自主的な対策が進められている。 

 

例えば、既に一部の州で取り入れられている自動車燃費規制の厳格化である。カリフォルニ

ア州は連邦政府の自動車メーカー向け「企業平均燃費（CAFE）基準」とは別に、独自の自

動車燃費規制を定めることが認められている。これはカリフォルニア州政府が連邦政府より

以前から独自の自動車排ガス規制を行ってきた経緯を踏まえたもので、同州の燃費規制は連

邦政府の基準よりも厳しい。現在カリフォルニア以外の州は連邦基準かカリフォルニア州基

準のどちらかを選択することが認められているが、近年ではより厳格なカリフォルニア州の

燃費基準を採用する州が増えてきている。最近ではオレゴン州がこれを採用することを決定

し、全米で 11 州が自主的に厳格な燃費基準を採用している。 

 

またニューヨーク、ニュージャージー、マサチューセッツを含む米北東部の 9 州は昨年 8 月

に発電所から排出される二酸化炭素を 2020 年までに 10%削減することで原則合意した。各

州は 2009-15 年は域内の 600 以上の発電施設から排出される二酸化炭素を現行水準にと

どめ、その後の 5 年間でこれを 10％削減する見通しである。またこれら州のうち 7 州

は、12 月に発電事業者間の二酸化炭素排出権取引制度をスタートすることで合意している。

州間の地域間協力に基づくこうした試みは全米で広まりつつあり、カリフォルニア、オレゴ

ン、ワシントンの 3 州も二酸化炭素排出削減に向けての地域協定を検討している他、アリゾ

ナ州とニューメキシコ州も同様の地域協定を結ぶことで合意している。 

 

一方自動車や電気産業などの産業界は、州による規制厳格化の動きに反発を示す一方で、地

球温暖化防止の動きや省エネ技術開発に遅れをとるとグローバルな市場競争において劣後す

るリスクに気づき、本件問題に取り組み始めている。最近では米自動車メーカーFord が二酸

化炭素排出に関する報告書を発表し、同社が今後二酸化炭素排出削減に努める方針をアピー

ルした。同報告書は地球温暖化を懸念する投資家グループが同社に対し二酸化炭素排出削減

の方針を明らかにするよう求めた議案を提案し、株主総会で採択されたことを受けたもので

ある。 

 

このように住民、投資家、消費者の意識が変化しつつあり、州レベルでは法的拘束力のあ

る温暖化対策導入が進む兆しがある。こうした州・民間レベルでの取り組みは、連邦政

府の政策にも影響を与える可能性があり、Bush 政権が今後国際的な「ポスト京都議定

書」に向けての「対話」にどのように取り組んで行くかが注目される。 

 

（担当：松村詩子）（e-mail address：umatsumura@us.mufg.co.jp） 

以下の当行ホーページで過去 20件のレポートがご覧になれます。 

https://reports.us.bk.mufg.jp/portal/site/menuitem.a896743d8f3a013a2afaaee493ca16a0/ 

 
                                                                                                                                                                                                       

http://www.washingtonpost.com/wp-dyn/content/article/2005/11/16/AR2005111602197.html 

mailto:umatsumura@
https://reports.us.bk.mufg.jp/portal/site/menuitem.a896743d8f3a013a2afaaee493ca16a0/
http://www.washingtonpost.com/wp-dyn/content/article/2005/11/16/AR2005111602197.html
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（グラフ 1）2004 年米国における温室効果ガス排出の内訳 

 
 

（グラフ 2）2004 年米国における二酸化炭素排出源の内訳 
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（表 1）二酸化炭素排出量の国別データ 
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